



































































































































































































































































174 専修ロージャーナル　第８号 2013. 1
（16）処遇選択では，非行事実の軽重と要保護性の程度は基本的に相関するが，非行事実は軽微
だが，要保護性の程度が高い場合に問題が生じる（たとえば，東京高決昭58・12・5家月36巻
７号103頁）。通説は，非行事実の軽重は処遇選択に間接的に影響すると考えるが，直接的に影
響すると解する見解（山名学「少年審判と非行事実」調研紀要52号（1987年）51頁以下，笠井
勝彦「保護処分の選択決定における非行事実の持つ機能」家庭裁判所月報37巻６号（1985年）
111頁）も有力である。思うに，この問題は非行事実の捉え方いかんによるであろう。非行事
実の軽重については，犯罪の結果だけで捉えられがちであるが，その動機，経緯，目的，常習
性などの非行に至った背景事実も含まれることから，犯罪結果と背景事実を総合して評価する
と，一見すると軽微な非行でも軽微ではないと見られることになる（廣瀬健二「我が国の少年
法制の発展と現状」司法研修所論集98号（1997年）387頁）。このように解すると，非行事実か
ら明らかになった要保護性評価にもとづく処遇選択が可能となる。
（17）東京高決平2・11・20高刑集43巻３号191頁。
（18）東京家八王子支決平10・7・6家月50巻12号58頁。
（19）田宮裕編『少年法（条文解説）』（有斐閣，1986年）208頁〔廣瀬健二〕，平場安治『少年法
〔新版〕』（有斐閣，1987年）400頁，内園盛久ほか『少年審判手続における非行事実認定に関す
る実務上の諸問題（司法研究報告書37巻１号）』（法曹会，1987年）195頁，田宮=廣瀬編・前掲
注（7）353頁，浜井一夫ほか『少年事件の処理に関する実務上の諸問題―否認事件を中心とし
て―（司法研究報告書48巻２号）』（法曹会，1997年）291頁などがある。なお，取消の余地が
ないとする見解として，伊藤政吉「準少年保護事件の本質」ジュリスト198号（1960年）49頁
がある。
（20）廣瀬編・前掲注（14）343頁。
（21）前掲注（11）344頁。
（22）廣瀬編・前掲注（14）343頁。
（23）前掲注（４）。匿名「判解」判例時報2142号（2012年）140頁参照。
（24）少年法27条の２第１項にいう「審判権がなかったこと」に，非行事実の不存在の場合を含
めるのが判例・通説である（最決昭58・9・5刑集37巻７号901頁，家月35巻11号113頁（柏の少
女殺し事件），最決昭59・9・18刑集38巻９号2805頁，家月36巻９号99頁，最決平3・5・8家月
43巻９号68頁（草加事件），内園ほか・前掲注（19）150頁，浜井ほか・前掲注（19）284頁，
肥留間健一「保護処分取消事件における諸問題」家庭裁判月報36巻8号（1984年）14頁，平
場・前掲注（19）394頁，田宮編・前掲注（19）206頁〔廣瀬健二〕，田宮=廣瀬編・前掲注（７）
352頁）。少年法27条の２第１項は保護処分確定後で執行（仮退院等を含む）終了前に取消すこ
とを認めたものであり，第２項は，保護処分執行終了後，本人が生存している限り取消すこと
を認めたものであるから，少年法27条の２第１項にもとづく保護処分取消し申立て事件につい
ても同様に考えられる。
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